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政策提言書
産 業 建 設 委 員 会

政策提言（概要）

日本一広大な市域の

特色ある地域資源を

掘り起こし磨き上げ

る観光地域づくり推

進体制の早期確立

人口減少や少子高齢化が加速する中で、「観光を活用した持続可

能な地域づくり」を推進するためには、地域経済の活力が年々低下

している支所地域・エリアの特色ある地域資源を活かしたまちの再

生と創生が急務であり、高山市が導入する宿泊税を活用して支所地

域・エリアの観光振興を図るため

（１）持続可能な地域づくりを進めるための観光地域づくり組織体

制の構築支援と観光協会の機能強化

（２）地域の付加価値を創出する専門人材の配置とＤＭＣ（観光ま

ちづくり会社）等の設立や地域のプレイヤーの支援

（３）日本一広大な市域の観光コンシェルジュとなる広域観光案内

所を交通の結節点に新設

などに重点的に配分することにより、日本一広大な市域の特色あ

る地域資源を掘り起こし磨き上げる観光地域づくり推進体制を早期

に確立させることについて提言する。

項 目 内 容

背 景

・高山市では、令和６年４月に、「持続可能な地域づくりの実現～観光

を柱にした地域経済から、持続可能な地域づくりのために観光を活か

すまち飛騨高山～」を目的とした、「観光を活用した持続可能な地域

づくり方針」を策定した。

・令和６年の高山市観光入込客数は、４４２万２，０００人で、対前年

比１０８．６０％となり、宿泊者数は、２２４万９，０００人で、対

前年比１１７．２６％、内外国人宿泊者数は、過去最高の７６万９，

７４３人で、対前年比１７０．１１％となった。しかし、その大半が

市街地で滞留され支所地域を訪れる観光宿泊客は、大幅に減少してい

る。また、高山地域と比較すると、事業所数や従業者数、宿泊者数が

大幅に減少し、地域経済の活力が年々低下している支所地域の現状が

ある。

・高山市では、（一社）飛騨・高山観光コンベンション協会がＤＭＯに

登録され、定款上は市全体の地域ＤＭＯであるが、これまで会員とな

ってきた支所地域の観光協会は奥飛騨温泉郷観光協会と平湯観光協会

のみで、それ以外の８支所地域の観光協会は独立しており、別に高山

市観光連絡協議会（コンベンション協会・支所地域観光協会からなり

入湯税の半額を交付）が組織されてきた。

・支所地域の各観光協会は、スキー場の廃止やスキー客の大幅な減少な

どを要因に旅館民宿をはじめとする事業所が年々減少し、会員が激減

する中で必要な財源が確保できない。現在の補助金等の支援では事務

局職員の人件費すら賄えない状況であり、その運営や魅力的な地域資
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背 景

源を活用した特色ある事業展開を図るために必要な人材や財源が不足

している。

・旅行者の動向が、旅行会社に頼る出発地主導型から地域が主体的・戦

略的に集客や開発を行う地域主導型（着地型）観光へ転換し、団体旅

行、モノ消費から個人・グループ旅行、コト消費へと転換する中で、

地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する

地域経営の視点に立った、民間主体の組織体制の強化が必要になって

いる。（【図①】これからの観光まちづくりの推進体制）

・平成１７年に１市９町村が合併して誕生した日本一広大な面積を有す

る高山市の各地域には、四季折々の自然、美しい景観や森林空間、歴

史や伝統文化、農林畜産物や食文化などがあり、さまざまな個性や能

力を持った人材がいるが、その土地のすばらしいところ（特色・魅

力）が観光の地域資源として活用されていない。

・市の面積の９２％以上を森林が占める高山市では、山村地域の活性化

に向けた「関係人口」の創出・拡大のため、国・県も力を入れる森林

空間を健康、観光、教育等多様な分野で活用する新たな「森林サービ

ス産業」の創出は、「観光を活用した持続可能な地域づくり」の大き

な地域資源として期待される。（例：キャンプ場、グランピング、森

林浴、自然体験ツアー、森林アドベンチャー、野外教育活動など）

・高山市では、令和７年１０月から宿泊税条例による「宿泊税」を導入

し、年間約４億円の税収を見込んでいる。使途については、「観光を

活用した持続可能な地域づくり方針」が要となっており、早期に具体

的な施策を検討し実施していく必要がある。高山市宿泊税条例の使途

としては、①観光振興事業②環境保全事業③文化振興事業④危機管理

事業⑤組織運営事業⑥徴収経費が定められている。

・産業建設委員会においては、「宿泊税の導入について」の協議の中

で、市がしっかり関わった「観光ビジョン」策定やＤＭＯの組織体

制、宿泊税の使途については、支所地域の観光振興に力を入れた対応

強化などに多くの委員から共通意見が述べられている。観光振興につ

いては、第八次総合計画の中でも施策が位置づけられ取り組まれてき

たが、支所地域の観光振興への特段の取組が見えず、すべての支所地

域の観光協会との分野別意見交換会を開催した結果、各支所地域で観

光振興に取り組もうと考えても、実施するために必要な人材も財源も

非常に乏しく打つ手がない状況であるとの意見をいただいている。

・（一社）飛騨・高山観光コンベンション協会では、令和６年１１月８

日の理事会で承認され、「飛騨高山 観光ビジョン ２０２５～２０２

９」が策定された。施策のコンセプトにおいては、支所地域の日常的

な自然環境の素晴らしさを再発見する取組や観光資源の掘り起こしに

際して、各地の食や生活雑貨などの個性的な文化にも着目している。

また、交通渋滞や混雑などの観光集中が地域の疲弊につながっている

課題が浮かび上がる中、時間と空間の平準化のためにも、今後は支所

地域・エリアの取組が大変重要になる。「飛騨高山観光ビジョン２０
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背 景

２５～２０２９」の具体的な取組は検討中であり、まさにこれから宿

泊税を財源とする新たな取組みがスタートするため、産業建設委員会

ではこれまでの調査研究に加え（一社）飛騨・高山観光コンベンショ

ン協会からの聴き取りも行い、「日本一広大な市域の特色ある地域資

源を掘り起こし磨き上げる観光地域づくり推進体制の早期確立」と題

し政策提言を行うに至った。

・第九次総合計画では、[プロモーション・観光]については、重点戦略

で「飛騨高山の有する様々な魅力や価値の再認識と磨き上げにより、

生まれ育った地域への愛着と郷土への誇りの醸成を図ります。」と明

記され、分野別計画で「郷土に対する誇りと飛騨高山ブランドの効果

的な発信」と「観光を活かした持続可能な地域づくりの推進」が挙げ

られている。また、地域間連携（エリア）のまちづくりについても、

まちづくりの方向性や主な取り組みが示されている。

目 的

１．日本一広い市域の特色ある地域資源を活用した「観光の質の転換」

による国際観光都市飛騨高山の持続的発展

２．支所地域の「賑わい」と「付加価値」の創出による地域経済の活性

化と市民所得の向上

３．豊富な農林畜産物等の地産地消による地域循環型経済の構築と、事

業承継の促進による次代につなぐ高山市全体の持続可能な地域づく

り

基本的方向

日本一広大な市域の特色ある地域資源を掘り起こし磨き上げる

観光地域づくり推進体制の早期確立

高山市宿泊税条例では、宿泊税の５つの使途の中で、（１）観光

資源の磨き上げや地域特性を活かした観光の振興（観光振興事

業）、（５）観光を活用した持続可能な地域づくりを支える体制の

支援（組織運営事業）を定めているが、「観光を活用した持続可能

な地域づくり」を推進するためには、日本一広い市域の特色ある地

域資源（自然・森林・歴史・文化・食・人材など）を発掘し、支所

地域・エリアの魅力を活かして地域の付加価値を生み出し、豊富な

農林畜産物などの地産地消や産業間連携による地域循環型経済を促

進する必要がある。そのためには、人口減少や少子高齢化が加速す

る中で、地域経済の活力が年々低下している支所地域・エリアのま

ちの再生と創生が急務である。

また、先人によって築かれてきた「飛騨高山ブランド」に加え、

新たに支所地域・エリアの特色ある地域資源を最大限に活かした

「通年・体験・滞在型観光」、さらに目的地化される「高付加価値

型ツーリズム」を推進する必要がある。

このため、前述の背景や目的を踏まえて、宿泊税を以下３点の重

点的な取り組みなどに配分し、支所地域・エリアの観光振興を図

る。

（１）持続可能な地域づくりを進めるための観光地域づくり組織体制の

構築支援と観光協会の機能強化
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基本的方向

支所地域・エリアの地域資源を活かし、市全域で「観光を活用

した持続可能な地域づくり」を推進するためには、ＤＭＯ、高山

市観光連絡協議会、各観光協会の組織・人員体制などについて早

急に見直しを行い新たな事業展開ができるよう、宿泊税を活用し

た市の財政措置により観光地域づくり組織体制の構築支援と観光

協会の機能強化を図る必要がある。

特に、新たなＤＭＯの組織の中で位置付けられた「地域振興事

業部」の役割は重要であり、「地域振興事業部」が推進役となっ

て支所地域・エリアの活性化と地域連携を図るとともに、観光協

会の合併や新たな広域ＤＭＯの設立などの検討や、観光協会とま

ちづくり協議会の観光誘客と地域行事に資する役割分担の調整な

ども幅広くサポートできる専門人材の配置や財源を確保する。

（【図②】施策の取組主体、【図③】地域振興事業部、【図④】

各支所地域の観光協会の支援）

（２）地域の付加価値を創出する専門人材の配置とＤＭＣ等の設立や地

域のプレイヤーの支援

「観光を活用した持続可能な地域づくり」を推進し、地域の付

加価値を創出するためには、異業種連携などによる観光事業をコ

ーディネートしたり、地域独自の体験型コンテンツの造成やプロ

モーション、特産品開発や販売を仕掛けたりアドバイスができる

専門人材が求められる。

そのため、各支所地域・エリアの観光協会などに専門人材を配

置し、地域のプレイヤー（観光地域づくりの主体となる会社やＮ

ＰＯ法人等、まちづくり協議会、商工会議所、商工会、農業団体

など）と協働して、民間ノウハウの共有により、地域独自の特色

ある取り組みを積極的に推進し、地域のプレイヤーを支援する。

また、地域の付加価値を創出し発展させるためには、地域に特

化したＤＭＣ（観光まちづくり会社）等が必要である。専門人材

の配置をきっかけに、官民一体となって地域の観光のビジョンや

デザインを描き、その主体となるＤＭＣ等の設立や新たな地域の

プレイヤーも活躍できるよう積極的な支援を行う。（【図④】各

支所地域の観光協会の支援）

（３）日本一広大な市域の観光コンシェルジュとなる広域観光案内所を

交通の結節点に新設

支所地域・エリアの中でも、第九次総合計画にも位置づけられ

ている地域間連携（エリア）の拠点など、交通の結節点に広域観

光案内所を新設して、広域観光のプラン提案やルート案内等を行

う観光コンシェルジュを配置し広域観光のハブをつくる。

また、ＪＲ高山駅前の「飛騨高山観光案内所」については、日

本一広大な高山市のさまざまな魅力を体感していただく広域観光

の玄関口として、支所地域・エリアを周遊できる情報発信拠点と

なるよう機能を充実させる。

なお、市では令和６年５月に、「高山駅西地区複合・多機能施

設整備基本計画」を策定しているが、「日本一広い高山市」を周

遊して様々な魅力を体感し滞在いただく広域観光の玄関口、情報

発信拠点として、「観光を活用した持続可能な地域づくり方針」
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基本的方向

の視点による機能も盛り込めないか検討されたい。（【図③】地

域振興事業部）

以上３点の重点的な取り組みから、市内各地域を周遊する広域観光ネ

ットワークを構築するなど高山市全体が潤い活性化するよう、日本一広

大な市域の特色ある地域資源を掘り起こし磨き上げる観光地域づくり推

進体制を早期に確立させることについて提言する。

財政の見通し

等

市では、宿泊税導入に伴う財源と使途について、令和６年度予算ベー

スで、宿泊税導入後は、歳入に宿泊税４億円を上乗せして、歳入歳出合

計を１１億５千万円とし、歳出については、宿泊税４億円を観光振興４

億２千万円（①観光振興事業⑤組織運営事業）、他の事業１億４千万円

（②環境保全事業③文化振興事業④危機管理事業⑥徴収経費）、観光施

設３億３千万円の中に充当すると試算している。

※観光振興に充当していた入湯税については、使途の見直しを行い、

他の事業２億６千万円として、鉱泉源の管理施設の整備・維持管理

等への支援、市が行う環境衛生施設の整備・維持管理等に使用する

よう変更する。

※令和７年度収入予算額については、宿泊税１億９，４４４万４千

円、入湯税２億８，０６２万２千円となっている。


